
１．は じ め に

企業が変化する経営環境に適応するために，業務効率向上を目指し，新た

な業務手法を導入することがある。導入当初は成果が出ていたとしても，成

果が出なくなり，失敗に至ることがある。これらの原因として作業しやすい

従来の方法に戻ってしまい，新たな業務手法による作業方法が定着しないこ

とがあげられる。

新たな業務手法の導入とその定着を含めたビジネスリエンジニアリングに

ついて Andrews & Stalick1)が図１に示すように，３つの層に分割できる９つ

の要素がある。３つの層は，表層である“Physical Technical Layer"，中間層

である“Infrastructure Layer"，深層である“Value Layer”がある。これらは,

ビジネスリエンジニアリングの視点から見るとより具体的で変更が容易な表

層から，抽象的で変更が困難な深層までの階層構造になっている。つまり，

深層である“Value Layer”の要素は変えるのが困難である。

図１を用いて考えると，新たな業務手法の導入とその定着は，‶Infrastruc-

ture Layer”の要素“Management Methods”を変えることであり，その要素

を変えれば，上位の“Physical Technical Layer”の要素も変わる。また，上

記のように企業のメンバが新しい作業方法の実施を要求されていても，メ

ンバは作業がし易い従来の方法に戻ってしまうことが多い。この問題は，
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‶Value Layer”の“Organizational Culture”と“Individual Belief Systems”に

起因する。このように，新たな業務手法を導入し定着させるには，変えるこ

とが困難な組織文化や個人の価値観について考える必要があることがわかる｡

新たな業務手法を導入し定着させるためには，組織の中の人間行動を理解

し，メンバのマネジメントの方法について知見を得ることが，問題解決の大

きなカギを握っている。定着に失敗しないためには，新たな業務手法を導入

して，それが定着する過程がどのようなメカニズムになっているのかを解明

し，マネジメントに応用し成功に導かなければならない。

そこで人の行動を理解するための考え方とメカニズムを表現するための

ツールが必要となる。まず人の行動を理解するための考え方は経営学の動機

づけ理論を用いる。動機づけ理論を用いるのは新たな手法を導入し定着させ

るには組織文化を変える必要があり，組織文化を変えるためには人の価値観

を変えていく必要があるからである。動機づけ理論は長年，多くの学者に

よって研究され，実証研究等もおこなわれており，本研究において人を理解

するためにも十分な理論となりうる。

図１ ビジネスリエンジニアリングの要素1)
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次に，メカニズムを表現するためのツールは，定着過程にある個人の現在

の状態を管理者が見て，定着という組織目標が達成できるように管理者がマ

ネジメントし，個人を次の状態に変えていくことが必要となる。これを表現

するために，情報工学のモデリング技術である状態遷移を用いて個人を状態

機械としてとらえることにより，個人の動機づけプロセスを状態遷移モデル

で表す。

この状態遷移モデルを用いると，組織が個人の状態を観測（出力）し，組

織がその状態を基に個人に対して何らかの動機づけの操作（入力）をおこな

い，個人の状態を遷移させるという構造を理解することができる。また，状

態遷移の系列を定着プロセスのシナリオとして抽出することによって，定着

成功のパターンや失敗パターンの把握が可能となる。

本稿では提案した状態遷移モデルについて説明し，状態遷移モデルの構築

過程の現段階でのまとめを行ない，今後の課題について述べることを目的と

する。

２．関 連 研 究

2.1 動機づけの内容理論と過程理論

動機づけ理論を大きく分けると内容理論と過程理論に分類される。内容理

論は，何によって人が動機づけられるかに焦点をあてている。内容理論の主

なものは Taylor2)の科学的管理法，Mayo3)の人間関係論，Maslow4)の欲求階層

理論，McGregor5)の X-Y理論，Herzberg6)の動機づけ-衛生理論などがあげら

れる。一方，過程理論は，どのようなプロセスを経て人が動機づけられるの

かに焦点をあてている。過程理論の主なものは，Hull7)の動因理論や Adams8)

などの公平理論，Vroom9)ら期待理論がある。これらの過程理論の中で期待

理論が精緻であるといわれている10)｡ 期待理論の主なものは, Vroom9), Porter
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& Lawler11)，Lawler12)などであり，さらに坂下10)は Lawler12)の期待モデルに環

境・組織要因を加え，環境・組織要因が個人に影響を与えることを示した組

織論的期待モデルを作成した。

坂下の組織論的期待モデル10)を用いると，個人がどのような過程を経て動

機づけられるのかを理解することができ，さらに環境・組織要因が個人に与

える影響について考慮することが可能となる。そのため，動機づけの視点か

ら，作業方法を定着させるために段階的な過程に分けて定着過程を理解する

ことが可能となる。そこで，組織論的期待モデルを基礎として動機づけプロ

セスの構造を表現する。

2.2 組織論的期待モデルに基づく動機づけプロセスの構造

図２では組織論的期待モデルを基に，状態遷移モデルにおける個人の動機

づけプロセスとそれを監視制御する組織との関係を表現している。坂下10)と

Lawler12)の説明を引用しまとめるとそれぞれの要因は次のように定義される｡

図２の努力は個人が費やすエネルギー量と定義され，筋肉的なものと知的

なものが含まれる。努力のエネルギー量のレベルは，Eで表す。図２に示す

ように，この努力と能力と役割知覚の乗法によって，遂行のレベル Pが決

まる。この能力は，個人の資質や，知能，技能等の長期的に安定した特性を

指し，個人が身につけている仕事のパワーを表す。また，役割知覚は，遂行

に直結する有効な行動を，個人が知覚しているレベルをいう。遂行は，個人

の役割達成がどの程度，成功裏に成就されたかを表し生産性に相当する。そ

の遂行は内的報酬や外的報酬をもたらし，その報酬によって，個人の職務満

足が得られる。なお，外的報酬については，組織が公平に決めていると個人

が認知するほど，職務満足は高まる。一方，内的報酬には，そのような組織

による影響は少ない。報酬の種類は iで表し，その報酬のレベルを Oiで表

す10)12)。
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図２中の A1，A2，A3の３つのフィードバックは各々，Eから Pが得ら

れる主観的確率 E→ P，Pから Oiが得られる主観的確率 P→Oi，Oiから職

務満足が得られる主観的確率 Vi，すなわち個人の誘意性を伝える。E→ Pと

P→Oiの主観的確率は０～１，Viの主観的確率は－１～＋１を取り，下記

(1)式が示す, あるレベルの遂行 Pを達成しようとする動機づけのレベルMp

が決まり，それが個人の努力のレベルを決める10)。

Mp＝(E→ P)Σ
i
[(P→Oi)(Vi)] (1)

図２ 組織論的期待モデル9)に基づく動機づけプロセスの構造
(筆者により一部加筆修正)
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３．動機づけプロセスの状態遷移モデル

3.1 状態遷移モデルのモデル化

状態遷移モデルのモデル化にあたっては，業務のモデル化と個人のモデル

化について考える必要がある。業務のモデル化は，状態と操作を定義するこ

とである。これは新たに導入する業務やそれぞれの企業の状況によって異な

る。また，個人のモデル化は，状態遷移の決定のことで個人の価値観によっ

て異なる。

分析の対象とする個人の動機づけプロセスを，状態遷移モデルへモデル化

する方法を以下に述べる。ここではモデルの説明が分かりやすくなるように

Lawler12)が自身のモデルを説明する際の新入社員の事例を基にモデルの説明

をおこなう。Lawlerの新入社員の例12)では，メンバは新入社員であり，役割

は新たに担当する業務の遂行である。なお，２人以上のメンバの動機づけプ

ロセスを平均的に分析するには，その平均像を想定する。

3.2 業務のモデル化

�1 状態集合

動機づけプロセスの状態は，動機づけプロセスの要因，すなわち努力や役

割知覚，遂行等が表している。これらの要因は連続値をとるが，メンバの状

態を監視し制御する視点から見ると，その連続値をいくつかの領域に分け，

各領域は同じ状態を表すものと見なしても十分である。このような視点から

各要因について決めた状態をまとめて，その要因の状態集合と呼ぶ。たとえ

ば，新入社員例では，努力は，そのレベルが高いか，高くはないことを表す

２要素の状態集合{Teff，Feff }を持つ。監視制御に必要であれば能力のように

３値で表すこともでき，それ以上の値で表すこともできる。

なお，新入社員例では内的報酬のように，監視制御するのに必要がない場
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合，その要因は考慮する必要がないので省略する。また，図２右側の行動要

因は動機づけにフィードバックループで影響を与える要因に入っていないの

と，職務満足の結果の行動により変数の値が決まるので省略する。たとえば,

新入社員例では，表１に示す要因毎の状態集合が得られる。

この要因毎の状態集合の直積として，動機づけプロセスの状態集合を表す

ことができる。すなわち，ある時点 iの j番目の要因の状態を sj
iとすると，

その時点の動機づけプロセスの状態は式(2)のように表される。

Si＝(s1
i,s2

i,・・・,sn
i) (2)

ここで，nは要因の個数である。ただし，直積集合の要素すべてが状態遷

移の系列に表れるわけではない。たとえば，新入社員例を用いて状態集合と

表１ ローラーの新入社員例の要因の状態集合
要 因 各 状 態 の 値

動
機
づ
け

E→ P {Tmep：E→ Pの期待値が高い，Fmep：E→ Pの期待値が高くはない}

P→O {Tmpo：P→Oの期待値が高い，Fmpo：P→Oの期待値が高くはない}

V {Tmva：誘意性 Vの値が高い，Fmva：誘意性 Vの値が高くはない}

努 力 {Teff：努力のレベルが高い，Feff：努力のレベルが高くはない}

能 力 {Tabi：能力のレベルが高い，Fabi：能力のレベルが高くはない，
Uabi：能力のレベルが不明である}

役割知覚 {Trol：役割を十分に知覚している，Frol：役割を十分には知覚して
いない}

遂 行 {Tper：遂行が十分に出ている，Fper：遂行が十分には出ていない}

外的報酬 {Tout：遂行に応じた報酬を得ている，Fout：遂行に応じた報酬を得て
いない}

職務満足 {Tsat：職務満足のレベルが高い，Fsat：職務満足のレベルが高くはない}
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状態遷移表を作成すると表２のようになる。表２では①に示す状態 S1，S2,

・・・,S7までしか表せない。その状態に対応する上記(2)式の右辺の要因の

状態は，この状態遷移に表れる状態であり，例えば S1の状態は表２②また

は式(3)のように表される。その状態集合のうち，業務手法導入時の初期の

状態を，初期状態と呼ぶ。この初期状態は観測によって個人から得られるも

表２ ローラーの新入社員例の状態集合と状態遷移表
要 因 要 因 の 状 態 動

動
機
づ
け

E→ P Fmep Tmep Tmep Tmep Tmep Tmep Fmep

P→O Fmpo Tmpo Tmpo Tmpo Tmpo Tmpo Tmpo

V Fmva Tmva Tmva Tmva Fmva Tmva Tmva

努 力 Feff Teff Teff Teff Feff Teff Feff

能 力 Uabi Tabi Tabi Tabi Tabi Fabi Fabi

役割知覚 Frol Frol Trol Trol Trol Frol Frol

遂 行 Fper Tper Tper Tper Tper Fper Fper

外的報酬 Fout Fout Fout Tout Tout Fout Fout

職務満足 Fsat Fsat Fsat Tsat Fsat Fsat Fsat

状態
操作 S1 S2 S3 S4 S5 S6 S7

O1
業務手法を説明して業
務に着手させる

S2,
S6

O2
遂行が十分に出ている
ことを知らせる S3

O3
遂行に応じた外的報酬
を与える S4 S5

O4
遂行が十分には出てい
ないことを知らせる

S6,
S7

②
S1

の
状
態

①
状
態
空
間
内
の
要
素③

操
作
の
集
合
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のである。

S1＝(Fmep,Fmpo,Fmva,Feff,Uabi,Frol,Fper,Fout,Fsat) (3)

また，定着に成功した場合は，それ以上報酬に対して魅力がなくなった状

態，つまり外的報酬を得終わったので，職務満足のレベルは高くはなくなり,

誘意性 Vも高くはなくなり，努力のレベルも高くはなくなる（ここでは過

剰な努力ではないという意味）が，能力のレベルは高く，役割を十分に知覚

しているので，遂行が十分に出ている状態をとる。状態遷移モデルではこれ

を定着に成功した状態と定義する。

なお，要因は，組織論的期待モデルによって決まる他，遂行を品質とコス

トと納期に細分化したように，導入対象の業務によってバリエーションがあ

る。また，状態の監視に着目すると，外的報酬のように直接，状態が分かる

要因もあれば，職務満足のように推測しなければ分からない要因もある。

�2 操作の定義

組織が，個人の動機づけプロセスを制御するための操作をまとめて，操作

の集合とする。たとえば，表２③のような新入社員例では，組織がおこなう

操作として，｢業務手法を説明して業務に着手させる｣，｢遂行が十分に出て

いることを知らせる｣，｢遂行に応じた外的報酬を与える｣，｢遂行が十分に出

ていないことを知らせる」である。モデルを作成する際は，状況に応じて

様々なものが考えられる。

3.3 個人のモデル化

�1 状態遷移

表２に示すように，状態遷移表の列は状態に対応させ，行は操作に対応さ

せる。状態は，3.2節に述べたように直積によって表しているので，各々の
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状態に対応する要因の状態を，表２状態遷移表の上部に示す。表の列と行が

交わるセルには，その列に対応した状態にいて，その行に対応した操作が起

きた時に，遷移する先の状態を書く。遷移先の状態が１つに決まっていれば,

その状態をセルに書く。

�2 確率的遷移

個人の状態で把握しきれていないものや，個人によって状態遷移関数が異

なっているが，それが完全に定義できていない場合は，複数の遷移先があり,

確率的に取り扱うこととする。例えば，新入社員例では，能力のレベルが不

明な初期状態 S1にいて，操作 O1が起きた時，状態 S2，S6の遷移先があり，

確率的に取り扱う。

3.4 シ ナ リ オ

一連の状態遷移を起こす操作と操作により状態遷移した状態の時系列をシ

ナリオと呼ぶ。そこで，初期状態から始まるシナリオに着目すれば，業務手

法の導入定着プロセスを分析できる。また，初期状態 S1から最終状態 S5へ

至るシナリオは，定着を示している。

新入社員例の図３の定着成功シナリオ S1 O1 S2 O2 S3 O3 S4 O3 S5には，次に

述べる状態遷移の特徴が見られる。初期は，自分の役割を十分には知覚して

おらず，E→ Pと P→Oと Vの値が高く，努力のレベルも高い。能力のレベ

ルが高く，遂行が十分に出て，それに応じた報酬を得ると，職務満足のレベ

ルが高くなり，経験によって得た役割を十分に知覚する。遂行に応じた報酬

がそれ以上増えなくなると，職務満足のレベルと Vの値は高くはなくなり,

努力のレベルも高くはなくなるが，役割を十分に知覚しているので，遂行が

十分に出るのが継続し，定着に至る。

なお，表２に示す S6の状態で操作 O4が連続して起きると，状態は S6に
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S1 S2 S3 S4 S5

O1 O2 O3 O3

S1 S6 S7

O1 O4

O4

留まり，最終的に S7に遷移し図４のような定着失敗シナリオとなる。

４．動機づけプロセスの状態遷移モデル構築過程の現状

�1 動機づけプロセスの状態遷移モデルの提案

石橋13)において坂下の組織論的期待モデルを用いて動機づけプロセスの状

態遷移モデルを提案した。Lawler12)がその著書の中で，期待モデルの見方を

説明している「新たな業務に就いた新入社員の事例」を用いてモデルの記述

性について確認した。さらに，｢A社による新規手法導入事例」において定

着プロセスをシナリオとして抽出し，定着プロセスを分析できることを確認

した。さらに，B工業大学にて実施しているカーネギーメロン大学ソフト

ウェアエンジニアリング研究所（CMU/SEI : Carnegie Mellon University / Soft-

ware Engineering Institute）認定のソフトウェア技術者のための自己改善プロ

セス（PSP : Personal Software Process）のトレーニングコースの導入事例に

おいて，仮に設置した状態遷移モデルである基準状態遷移モデル（Baseline-

State Transition Model)を作成し，そのモデルを検証して得られた知見によっ

てモデルを再構築できることを確認した。

図３ 定着成功シナリオの例

図４ 定着失敗シナリオの例
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�2 ソフトウェアプロセス教育における適用

梅田ら14)は上記の基準状態遷移モデルを詳細に定義して拡張し，実践的状

態遷移モデル（Practical-State Transition Model）を作成した。このモデルに

基づき PSPコース受講者のプロセスデータを分析し，定着成功や定着失敗

のモデルを表現し，教育改善に適用可能なことを確認した。

また，田頭ら15)は PSPコースの途中離脱者と修了者に動機づけプロセスの

状態遷移モデルを適用して，受講生データから客観的に動機づけの状態遷移

モデルを作成するにあたり判断基準の改善と検証をおこなった。その結果，

コース途中離脱者を事前に察知するための特徴があることを確認した。

さらに日下部ら16)は実践的状態遷移モデルを用いて，実際の介入シナリオ

を生成する際，トップダウンアプローチであるシステム理論に基づく STAMP/

STPA（Systems-Theoretic Accident Model & Process/Systems Theoretic Process

Analysis）を用いることにより，効果的な改善シナリオを導く方法を提案

した。

�3 ビジネス情報教育における適用

石橋＆藤井17)では，C工業大学短期大学部ビジネス情報学科の総合実践系

科目であるビジネス情報演習の演習に適用した。演習では，課題に対する報

告書に対して，｢自分自身で学習｣，｢教員に質問｣，｢グループで議論」の３

つの方法で学習する学生の学習方法の効果を検証することを試みるために学

習方法に応じた３種類の状態遷移モデルを作成し，学習方法やシナリオのパ

ターンについて抽出し比較可能なことを確認した。

また，石橋&藤井18)では，詳細に状態遷移モデルを構築するために，2014

年度のビジネス情報演習の授業15回分の学生らの内的報酬や外的報酬といっ

た報酬要因に着目し，その内容ついて理解するためにアンケート調査をおこ

ない分析した。さらに石橋＆藤井19)では2015年度にも同様のアンケート調査
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を実施し，各授業回による学生が意識する報酬の種類については，年により

大きな差がないことが確認された。

このように現在では，上記�2 ，�3 にあるようにソフトウェアプロセス教育

とビジネス情報教育について動機づけプロセスの状態遷移モデルが適用され,

その拡張が試みられている。

５．お わ り に

動機づけプロセスの状態遷移モデルは記述性の確認，定着プロセスをシナ

リオとして抽出し定着プロセスを分析できることの確認，基準状態遷移モデ

ルによる分析を基に再構築をすることの確認ができた。その後，ソフトウェ

アプロセス教育やビジネス情報教育に適用されている。このように動機づけ

の過程を監視コントロールしながら業務手法や学習を定着させる試みを実施

しているが，提案したモデルは，現在発展段階である。

提案モデルは個人のモデルであり，複数人の集団のモデルではない。集団

としては平均を考えているが，確率的な遷移に拡張することができる。役割

知覚や能力，期待する内的報酬・外的報酬などは個人差があり，その個人差

には，組織側が状態遷移モデルに従ってメンバに対応しなければならない。

将来的には，このような複数の遷移先に確率的に取り扱うことができれば，

個人差に対応することができる。

現在は，ソフトウェアプロセス教育やビジネス情報教育に適用し，状態遷

移モデルに足りない部分を補いながら，より精緻なモデルを構築しようと試

みている。

このモデルの構築により，動機づけをコントロールしながら人を育て，新

たな業務手法や学習なども含めた定着過程のリスク管理のツールとして活用

したい。
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追 記

森正紀先生のご退職を心からお祝いを申し上げるとともに，長年賜ったご

高配について感謝申し上げます。ご退職後も，幸多き人生を歩まれることを

お祈り申し上げます。
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